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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成され、長手方向の一方の一辺と左右の二辺と
の外周にそれぞれネット端縁部が設けられ、長手方向の他方の一辺に折り返えし部が設け
られた複数の小ネットと、
　充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成され、長手方向の二辺と左右の二辺の外周に
それぞれネット端縁部が設けられた最上段の小ネットと、を有し、
　前記複数の小ネットは互いに、一方の小ネットの前記折り返えし部に他方の小ネットの
前記ネット端縁部を重ね合わせて接合され、
　かつ、前記最上段の小ネットは、前記複数の小ネットのうちの前記ネット端縁部が重ね
合わされていない前記折り返えし部を具備する小ネットに、当該小ネットの前記折り返え
し部を、前記最上段の小ネットの前記ネット端縁部に重ね合わせて接合されていることを
特徴とする防塵ネット。
【請求項２】
　前記小ネットのネット端縁部は、周縁を内側に折り返えした折り返えし部と、長手方向
に複数の連結部を介して連結された継手部を有し、前記折り返えし部に継手部を外方に位
置させて重ねられ、該折り返えし部に一体に固定された連結帯とによって形成したことを
特徴とする請求項１記載の防塵ネット。
【請求項３】
　前記防塵ネットは、すき間のメッシュが長方形で長辺と短辺との長さの比が１．０以上
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２．０以下であり、かつ短辺の長さが１ｍｍ以上１０ｍｍ以下であることを特徴とする請
求項１又は２記載の防塵ネット。
【請求項４】
　上下方向に所定の間隔でフックが設けられ、所定の間隔で地上に立設された複数の鋼管
柱と、該複数の鋼管柱に前記フックを介してそれぞれ取付けられた複数本の横ワイヤと、
前記鋼管柱の軸方向に前記フックを介してそれぞれ取付けられた縦ワイヤとを備え、
　前記請求項１～３のいずれかに記載の防塵ネットを形成する前記複数の小ネットの前記
長手方向の一方の一辺の外周に設けられたネット端縁部および前記最上段の小ネットの前
記長手方向の二辺の外周に設けられたネット端縁部を、前記複数本の横ワイヤにそれぞれ
固定すると共に、
　該防塵ネットを形成する前記複数の小ネットの前記左右の二辺の外周に設けられたネッ
ト端縁部および前記最上段の小ネットの前記左右の二辺の外周に設けられたネット端縁部
を、前記縦ワイヤに固定したことを特徴とする防塵柵。
【請求項５】
　充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成され、長手方向の一辺と左右の二辺の外周に
それぞれネット端縁部が設けられ、長手方向の他方の一辺に折り返えし部が設けられた少
なくとも一対の小ネットと、充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成された１枚または
複数枚のラップシートと、を具備する防塵ネットと、
　上下方向に所定の間隔でフックが設けられ、所定の間隔で地上に立設された複数の鋼管
柱と、該複数の鋼管柱に前記フックを介してそれぞれ取付けられた横ワイヤと、前記鋼管
柱の軸方向に前記フックを介してそれぞれ取付けられた縦ワイヤとを備え、
　前記ネット端縁部は、折り返えし部と、該折り返えし部に設置された継手部とを具備し
、
　前記少なくとも一対の小ネットは、それぞれのネット端縁部同士が対向した姿勢に配置
され、かつ、該対向したネット端縁部同士の間に前記横ワイヤが配置され、それぞれの前
記継手部と前記横ワイヤとが締結ワイヤによって一体に固定され、
　前記ラップシートは、互いに隣接した一対の前記小ネットに跨がって、それぞれの前記
長手方向のネット端縁部と前記横ワイヤとの隙間を覆うことを特徴とする防塵柵。
【請求項６】
　前記複数の鋼管柱の上端部に発塵源側に張り出した頭部金物を設け、該頭部金物と前記
鋼管柱との間に前記防塵ネットが斜めに展張された忍び返えしを設けたことを特徴とする
請求項４又は５記載の防塵柵。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、土砂置場や工場の石炭ヤードなどに設置される防塵ネット及びこの
防塵ネットを用いた防塵柵に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、多量の石炭が野外に堆積された工場の石炭ヤードなどにおいては、強風などに
より石炭ヤードに存在する粉塵等が舞い上って飛散するため、石炭ヤードの周囲や風上、
風下などに粉塵等の飛散を防止するための防塵柵が設けられている。
【０００３】
　このような防塵柵は、一般に、横方向に所定の間隔で立設した支柱の間に、パンチング
メタルの如き多数の小孔を有する金属板を取り付けて構成している（例えば、特許文献１
参照）。
【０００４】
　また、防塵ネットを取付部材によりワイヤ又は鋼管柱などの支持体に取付けるようにし
たものがある（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－１３３１１３号公報（第８、９頁、図１、図２）
【特許文献２】特開２００８－１２１１５８号公報（第３頁、図１－図３）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１の防塵柵は、多数の小孔を有する金属板を支柱の間に取り付けて構成してい
るため、重量が大で施工が面倒であるばかりでなく、設置費用がきわめて高価であった。
　また、特許文献２の防塵ネットを用いた場合は、取付部材が風荷重によって変形するこ
とにより、支持体と防塵ネットとの間のすき間が広がり、このすき間から粉塵が漏れると
いう問題があった。
【０００７】
　本発明は上記の課題を解決するためになされたもので、施工が容易で防塵効果が大であ
り、その上コストを大幅に低減することのできる防塵ネット及びこの防塵ネットを用いた
防塵柵を提供することを目的としたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る防塵ネットは、充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成され、長手方向
の一方の一辺と左右の二辺との外周にそれぞれネット端縁部が設けられ、長手方向の他方
の一辺に折り返えし部が設けられた複数の小ネットと、
　充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成され、長手方向の二辺と左右の二辺の外周に
それぞれネット端縁部が設けられた最上段の小ネットと、を有し、
　前記複数の小ネットは互いに、一方の小ネットの前記折り返えし部に他方の小ネットの
前記ネット端縁部を重ね合わせて接合され、
　かつ、前記最上段の小ネットは、前記複数の小ネットのうちの前記ネット端縁部が重ね
合わされていない前記折り返えし部を具備する小ネットに、当該小ネットの前記折り返え
し部を、前記最上段の小ネットの前記ネット端縁部に重ね合わせて接合されたものである
。
【０００９】
　また、前記防塵ネットを形成する小ネットのネット端縁部は、周縁を内側に折り返えし
た折り返えし部と、長手方向に複数の連続部を介して連続された継手部を有し、前記折り
返えし部に継手部を外方に位置させて重ねられ、該折り返えし部に一体に固定された連結
体とによって形成したものである。
【００１０】
　また、前記防塵ネットは、すき間のメッシュが長方形で長辺と短辺との長さの比が１．
０以上２．０以下であり、短辺の長さを１ｍｍ以上１０ｍｍ以下とした。
【００１１】
　本発明に係る防塵柵は、上下方向に所定の間隔でフックが設けられ、所定の間隔で地上
に立設された複数の鋼管柱と、該複数の鋼管柱に前記フックを介してそれぞれ取付けられ
た複数本の横ワイヤと、前記鋼管柱の軸方向に前記フックを介してそれぞれ取付けられた
縦ワイヤとを備え、
　前記防塵ネットを形成する前記複数の小ネットの前記長手方向の一方の一辺の外周に設
けられたネット端縁部および前記最上段の小ネットの前記長手方向の二辺の外周に設けら
れたネット端縁部を、前記複数本の横ワイヤにそれぞれ固定すると共に、
　該防塵ネットを形成する前記複数の小ネットの前記左右の二辺の外周に設けられたネッ
ト端縁部および前記最上段の小ネットの前記左右の二辺の外周に設けられたネット端縁部
を、前記縦ワイヤに固定したものである。
【００１２】
　本発明に係る防塵柵は、充実率が６０～７５％で幅狭の帯状に形成され、長手方向の一
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辺と左右の二辺の外周にそれぞれネット端縁部が設けられ、長手方向の他方の一辺に折り
返えし部が設けられた少なくとも一対の小ネットと、充実率が６０～７５％で幅狭の帯状
に形成された１枚または複数枚のラップシートと、を具備する防塵ネットと、
　上下方向に所定の間隔でフックが設けられ、所定の間隔で地上に立設された複数の鋼管
柱と、該複数の鋼管柱に前記フックを介してそれぞれ取付けられた横ワイヤと、前記鋼管
柱の軸方向に前記フックを介してそれぞれ取付けられた縦ワイヤとを備え、
　前記ネット端縁部は、折り返えし部と、該折り返えし部に設置された継手部とを具備し
、
　前記少なくとも一対の小ネットは、それぞれのネット端縁部同士が対向した姿勢に配置
され、かつ、該対向したネット端縁部同士の間に前記横ワイヤが配置され、それぞれの前
記継手部と前記横ワイヤとが締結ワイヤによって一体に固定され、
　前記ラップシートは、互いに隣接した一対の前記小ネットに跨がって、それぞれの前記
長手方向のネット端縁部と前記横ワイヤとの隙間を覆うものである。
【００１３】
　また、複数の鋼管柱の上端部に発塵源側に張り出した頭部金物を設け、該頭部金物と前
記鋼管柱との間に前記防塵ネットが斜めに展張された忍び返えしを設けたものである。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、施工が容易で防塵効果が大であり、その上コストを従来の防塵柵に比
べて約２分の１に低減することができる防塵ネット及びこれを使用した防塵柵を得ること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施の形態に係る防塵ネットを使用した防塵柵の正面図である。
【図２】図１の側面図である。
【図３】図２の上部拡大図である。
【図４】図１の鋼管柱の上面、側面及び横ワイヤの説明図である。
【図５】図４の支持部材及びフックの説明図である。
【図６】図１の縦ワイヤの取付状態の説明図である。
【図７】図１の防塵ネットの説明図である。
【図８】防塵ネットによる防塵効果を示すグラフである。
【図９】目合の大きさによる防塵効果の相違を示す説明図である。
【図１０】本発明の一実施の形態に係る防塵ネットを形成する小ネットの説明図及びその
ネット端縁部の説明図である。
【図１１】図１０の小ネットを接合して形成した防塵ネットの正面図である。
【図１２】図１１のネット端縁部の接合状態を示す説明図である。
【図１３】防塵ネットの横ワイヤへの取付状態を示す説明図である。
【図１４】上下の防塵ネットの横ワイヤへの取付状態を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１は本発明の一実施の形態に係る防塵ネットを使用した防塵柵の正面図、図２は図１
の側面図、図３は図２の上部の拡大図である。
　図において、１００は地上に多量の石炭が堆積された発塵源となる石炭ヤードで、その
風下側には防塵柵１が設置されている。
【００１７】
　防塵柵１において、２ａ、２ｂ、２ｃ（以下、単に２と記すことがある）は、例えば、
下端部の外径が８００ｍｍ、高さが９ｍの鋼管柱で、横方向に例えば９ｍ間隔で地盤Ｇに
設置された複数本の基礎杭４ａ、４ｂ、４ｃに溶接接合されて立設されており、上端部に
は石炭ヤード１００側に張り出して、後述の忍び返えしが形成される頭部金物３が設けら
れている。５は各鋼管柱２の間において、地盤Ｇに設置された複数本の下端固定杭である
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。なお、鋼管柱に代えてトラス柱を用いてもよい。
【００１８】
　両側の鋼管柱２ａ、２ｃ（以下、側部鋼管柱と記すことがある）の側面にはタラップ６
が設けられている。また、正面の上下方向には、図４、図５（ａ）、（ｂ）に示すように
、所定の間隔（例えば１００ｃｍ間隔）で断面コ字状の支持部材７が溶接により設けられ
ており、各支持部材７には鋼管柱２の軸方向と直交してＵ字状のフック８が取付けられて
いる。９はフック８の支持部材７側に取付けられた例えば鉄筋からなる保護体である。
【００１９】
　また、側部鋼管柱２ａ、２ｃの間に立設された鋼管柱２ｂ（以下、中間鋼管柱と記すこ
とがある）は、側面にタラップ６が設けられており、正面の上下方向には、側部鋼管柱２
ａ、２ｃに設けた支持部材７と同じ高さ位置にそれぞれ支持部材７が設けられている。そ
して、図５（ｃ）に示すように、中間鋼管柱２ｂの軸方向に対してθ°傾けて（例えば、
θ°は４５°）フック８が設けられている。なお、図示してないが、このフック８にも保
護体９が設けられている。
【００２０】
　１０は両端部が側部鋼管柱２ａ、２ｃの各支持部材７に設けたフック８に取り付けられ
た横メッセンジャーワイヤ（以下、横ワイヤという）で、各横ワイヤ１０は、一方の端部
に設けたシャックル１１が側部鋼管柱２ｃの支持部材７に設けたフック８に取り付けられ
、中間鋼管支柱２ｂの支持部材７のフック８に挿通されて、他端がシャックル１１、ター
ンバックル１２、割りシンプル１３により他方の側部鋼管柱２ａの支持部材７に設けたフ
ック８に取付けられている。
【００２１】
　１５は各鋼管柱２ａ～２ｃの上下方向に設けられた縦メッセンジャーワイヤ（以下縦ワ
イヤという）で、例えば、中間鋼管柱２ｂにおいては、図６（ａ）に示すように、縦ワイ
ヤ１５の下端部に設けたシャックル１１が最下部の支持部材７のフック８に取付けられ、
上方に向って各支持部材７のフック８に挿通され、図６（ｂ）に示すように、上端部に設
けたシャックル１１が頭部金物３の先端部に設けた支持板８ａ（又はフック８）に取り付
けられている。このとき、中間鋼管柱２ｂの各支持部材７に設けたフック８には、横ワイ
ヤ１０と縦ワイヤ１５の両方が挿通されているが、フック８はθ°傾斜して設けられてい
るので、両ワイヤ１０、１５を容易に挿通することができる。　
【００２２】
　側部鋼管柱２ａ、２ｃに設けた縦ワイヤ１５も、中間鋼管柱２ｂの場合と同様に、下端
部が最下部の支持部材７のフック８に取り付けられ、上方に向って各支持部材７のフック
８に挿通され、上端部が頭部金物３の先端部に設けた支持板８ａ（又はフック８）に取付
けられる。
【００２３】
　２０は鋼管柱２ａ～２ｃの間に展張された防塵ネットである。このような防塵ネット２
０は、目合（メッシュ）が大きいと粉塵等が吹き抜けてしまい、目合が小さいと粉塵等に
よって詰り易く、このため粉塵等が舞い上ってしまうおそれがある。
【００２４】
　そこで、本発明の発明者らは、図７に示すように、外径ｄが１．６～２．２ｍｍのポリ
エステル繊維２１により、繊維２１の中心部間隔Ｓが２．５～５．０ｍｍで、その間にほ
ぼ四角形状の目合２２が形成された防塵ネット２０を形成し、ネット地の面積に対するポ
リエステル繊維２１の占有面積の割合い（％）（以下、充実率という）を種々変化させて
防塵効果を調査した。 
【００２５】
　調査の結果によれば、充実率が７５％を超えると、防塵ネット２０の繊維２１に対して
目合が小さくなり、その結果、風の流れは防塵ネット２０を乗り越える流れが主となり、
粉塵は舞い上がってしまう。また、充実率６０％未満となると、防塵ネット２０の繊維面
積と目合が同程度の大きさとなるため、風が流れやすく、粉塵が一緒に通過してしまい、
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いずれの場合も防塵効果が低くなった。
【００２６】
　風洞実験により、充実率７０％と充実率５０％のネットの防塵効果を比較した。具体的
には、風速一定の中で、ネットの上流から同量の粉塵を飛散させてネットの５０ｃｍ後方
に粘着シートを設置し、粉塵を捕捉してその状況を比較した。その結果、充実率７０％に
比べて充実率５０％の場合は粉塵の付着量が圧倒的に多く、防塵効果が得られていないこ
とがわかった。
【００２７】
　一方、充実率が６０～７５％の間、その中でも充実率が７０％近傍の場合には、防塵ネ
ット２０を通過する風速が低くなり、このため、一部の塵埃等が目合２２を通過しても、
通過後下方に落下してしまい、飛散しないことがわかった。
　充実率７０％の防塵ネット２０を製作し、そこに大型扇風機で風を起こして防塵ネット
２０による風速の低減を調べた。大型扇風機はネットの手前（上流側）４ｍに配置し、防
塵ネット２０の前後の風速を計測した。扇風機を用いたので距離によって風速は減少する
ため、防塵ネット２０がない場合も実施し、防塵ネット２０の有無による風速の比較によ
り風速の低減を調査した。その結果を図８に示す。これより、防塵ネット２０を設置する
と、防塵ネット２０背後（下流側）は３０％の風速に減少することがわかる。
【００２８】
　また、防塵ネット２０の目合２２の形状を変化させて防塵効果について検討したところ
、防塵ネット２０目合にも最適形状があることを見出した。
　同じ風速の下で目合形状の寸法を変化させて防塵ネット２０の防塵効果の比較実験を行
った。充実率は７０％と一定した。その結果を表１に示す。結果は防塵ネット２０の背後
において粘着テープで捕捉した粒径３０μｍ粉塵の１ｃｍ2あたりの捕捉数である。捕捉
数が多いほど、防塵効果がないことを示す。ここでは捕捉数が１０００以下を要求値とし
て判定した。これより、図７の短辺ｂが５ｍｍの場合は、長辺ａが１５ｍｍ以上とａ／ｂ
（表１で辺長比）が２を超えると防塵効果が低下することがわかる。また、正方形に近い
形状であっても一辺の長さが１２ｍｍを上回ると防塵効果が落ちることがわかった。なお
、防塵ネット２０の短辺ｂは鉛直方向（縦方向）、水平方向（横方向）のどちらでも防塵
効果はほぼ同じである。
【００２９】
【表１】
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【００３０】
　目合が大きくなると防塵効果が落ちる傾向が見られる理由については、図９に示すよう
に、目合が大きいと生成される渦のサイズが大きく、その渦によりネット上流側の粉塵を
引き込んでいると考えられる。目合が小さければ目合から生成される渦は小さくなるため
、良好な防塵効果は得られるが、目合の一辺が１ｍｍ以下となると粉塵により目詰まりす
るため好ましくない。
【００３１】
　そこで、本発明においては、目合２２が長方形で長辺と短辺の長さの比が１．０以上２
．０以下であり、短辺の長さが１ｍｍ以上１０ｍｍ以下で、充実率が６０～７５％の範囲
の防塵ネットを使用することにした。
【００３２】
　この防塵ネット２０は製造上の問題もあり、本発明の実施例においては、図１０（ａ）
に示すように、幅１ｍ、長さ５ｍ（但し、長さは適宜変更）の小さい防塵ネット（以下、
小ネット２０ａという）を形成し、この小ネット２０ａを上下方向に複数接合して防塵ネ
ット２０を構成した。
【００３３】
　この小ネット２０ａは、長手方向の一辺を除く三辺の先端部を、図１０（ｂ）に示すよ
うに、内側に折り返えして折り返えし部２３を設け、その上に例えば合成樹脂からなり折
り返えし部２３とほぼ同じ大きさの補強板２４を挟んで、小ネット２０ａと同じ材料から
なり、折り返えし部２３とほぼ同じ大きさで、先端部に複数の連結部２７を介して継手部
２６が設けられた連結帯２５を当接し、例えば樹脂系のロープ２８により一体に固定した
ものである。なお、補強板２４は省略してもよい。以下、この部分をネット端縁部３０と
いう。なお、小ネット２０ａの前記長手方向の一辺（図１０（ａ）の上辺）には、折り返
えし部２３だけが設けられている。
【００３４】
　このような小ネット２０ａは、図１１に示すように、複数の小ネット２０ａ～２０ｅを
上下方向に接合して防塵ネット２０が形成される。
　小ネット２０ａ～２０ｅの接合にあたっては、図１２に示すように、最下段の小ネット
２０ａの上辺のネット端縁部３０ａ（折り返えし部２３だけ設けられている）の上に、次
段の小ネット２０ｂのネット端縁部３０を、継手部２６を折り返えし部２３より外方に位
置させて重ね合わせ、例えば、樹脂系のロープ２８により一体に固定する。
【００３５】
　同様にして、順次最上段の小ネット２０ｅまでを接合することにより、幅Ｗ：９ｍ、高
さＨ：５ｍの防塵ネット２０が形成される。なお、最上段の小ネット２０ｅは、四辺にネ
ット端縁部３０が設けられている。
【００３６】
　次に、上記のように構成した防塵ネット２０の鋼管柱２ａ～２ｃへの展張手順の一例に
ついて説明する。なお、図１の鋼管柱２ａ～２ｃの間隔及び高さは前述の通りであり、防
塵ネット２０は小ネット２０ａ～２０ｅを接合した高さＨ：５ｍのものを使用した。
　先ず、小ネット２０ａ～２０ｅを接合して形成した２枚の防塵ネット２０の隣接する側
のネット端縁部３０を、図１２で説明した手順に準じて接合し、幅Ｗ：９ｍ、高さＨ：５
ｍの大きい防塵ネット２０を形成する。
【００３７】
　ついで、この大きい防塵ネット２０を鋼管柱２ａ～２ｃに設けた横ワイヤ１０と縦ワイ
ヤ１５の前面側（石炭ヤード１００側）に位置させ、上方に引き上げて各小ネット２０ａ
～２０ｅの接合部のネット端縁部３０を各横ワイヤ１０に対向させる（各横ワイヤ１０と
各ネット端縁部３０の位置は整合するようになっている）。
　そして、図１３に示すように、各ネット端縁部３０の継手部２６を横ワイヤ１０に当接
させ、例えば樹脂系の締付ワイヤ４０により、継手部２６を横ワイヤ１０に締め付けて固
定する。　
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【００３８】
　また、同じ要領で、大きい防塵ネット２０の両側縁部を、側部鋼管柱２ａと中間鋼管柱
２ｂに設けた縦ワイヤ１５に固定する。
　次に、下端部のネット端縁部３０を、地盤Ｇに設けた下端固定杭５に締付ワイヤ４０等
により固定する。
【００３９】
　同様にして、上部の大きい防塵ネット２０を側部鋼管柱２ａと中間鋼管柱２ｂ及び頭部
金物３の先端部に取付ける。これにより、上部に防塵ネット２０による忍び返えし３ａ（
図２、図３参照）が形成される。
　そして、図１４に示すように、下部の防塵ネット２０のネット端縁部３０の継手部２６
を横ワイヤ１０の下に位置させ、上部の防塵ネット２０のネット端縁部３０の継手部２６
を横ワイヤ１０の上に位置させて、上下の継手部２６を締付ワイヤ４０により横ワイヤ１
０に締付けて一体に固定する。
【００４０】
　しかし、これだけでは横ワイヤ１０と上下の防塵ネット２０のネット端縁部３０との間
に大きなすき間が形成されるので、本発明においては、さらに、上下の防塵ネット２０の
ネット端縁部３０の外面側（石炭ヤード１００側）の長手方向に、例えば、防塵ネット２
０と同じ構造で、継手部２６より長く先端部に折り返えし部２３（又はネット端縁部３０
）を有するラップシート３１を設け、この上下のラップシート３１で上下の防塵ネット２
０のネット端縁部３０及び横ワイヤ１０を覆い、上下の折り返えし部２３を締結ワイヤ４
０等で締付けて固定し、すき間を閉塞した。
【００４１】
　同様にして、中間鋼管柱２ｂの側部鋼管柱２ｃの間にも防塵ネット２０を展張した。
【００４２】
　上述の防塵ネット２０の展張手順はその一例を示すものでこれに限定するものではなく
、例えば次のように適宜変更することができる。
　上記説明では、５枚の小ネット２０ａを接合して防塵ネット２０を構成した場合を示し
たが、４枚あるいは６枚の小ネット２０ａを接合して防塵ネット２０を接合してもよく、
鋼管柱２の高さなどに対応して適宜変更することができる。
【００４３】
　また、上記のようにして構成した２枚の防塵ネット２０をあらかじめ横方向に接合して
、側部鋼管柱２ａ、２ｃと中間鋼管柱２ｂとの間にそれぞれ取り付ける場合を示したが、
２枚の防塵ネット２０をあらかじめ接合せず、それぞれ横ワイヤ１０及び縦ワイヤ１５に
取り付けたのち、隣接する防塵ネット２０のネット端縁部３０を締付けワイヤ４０等で固
定してもよい。
【００４４】
　さらに、防塵ネット２０を横ワイヤ１０と縦ワイヤ１５の前面側（石炭ヤード１００側
）に取付けた場合を示したが、横ワイヤ１０と縦ワイヤ１５の背面側に取付けてもよい。
　また、防塵ネット２０を鋼管柱２ａと２ｂ、２ｂと２ｃの間に下から順次取付けた場合
を示したが、上から下に向って順次取付けてもよい。
【００４５】
　上記の実施の形態の説明では、発塵源である石炭ヤード１００の風下に、３本の鋼管柱
２ａ～２ｃを立設し、これに防塵ネット２０を取付けて防塵柵１を設けた場合を示したが
、防塵柵１は発塵源の周囲や風上などに設置してもよく、また、防塵ネット２０を展張す
る鋼管柱２の数、間隔、高さなども、現場の状況に応じて適宜設定することができる。
【００４６】
　また、上記の説明では、鋼管柱２の間及び鋼管柱２に沿って横ワイヤ１０及び縦ワイヤ
１５を設けた場合を示したが、ワイヤに代えて鋼棒を用いてもよい。
　さらに、防塵ネット２０をポリエステル系の合成繊維で形成した場合を示したが、他の
材料を用いてもよい。
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【００４７】
　本発明によれば、次のような効果を得ることができる。
　充実率が６０～７５％の防塵ネット２０を用いたので、粉塵等の吹き抜けや飛散を効果
的に防止することができる。
　また、防塵柵の上端部に、石炭ヤード１００側に斜め上方に延設された忍び返えしを設
けたので、若し粉塵等が上方に飛んでも外部に飛散するのを防止することができる。
【００４８】
　また、防塵ネット２０は、外周に継手部２６を有するネット端縁部３０が設けられた小
ネット２０を複数枚接合し、この接合部を隣接する鋼管柱２に設けた横ワイヤ１０と縦ワ
イヤ１５に固定するようにしたので、施工が容易で、かつ横ワイヤ１０及び縦ワイヤ１５
に確実に固定することができる。
　さらに、対向する上下の防塵ネット２０と横ワイヤ１０との接合部にラップシート３１
を設けて、接合部に形成されたすき間を確実に閉塞するようにしたので、粉塵等の吹き抜
けを防止することができる。また、設置コストを従来の防塵柵に比べて約２分の１に低減
することができる。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　上記の説明では、本発明に係る防塵柵１を、発塵源である石炭ヤードの防塵のために設
けた場合を示したが、本発明に係る防塵柵は、防風柵、防塵柵、防雪柵等にも実施するこ
とができる。
【符号の説明】
【００５０】
　１　防塵柵、２　鋼管柱、３　頭部金物、３ａ　忍び返えし、６　タラップ、７　支持
部材、８　フック、１０　横ワイヤ、１１　シャックル、１５　縦ワイヤ、２０　防塵ネ
ット、２０ａ　小ネット、２２　目合、２３　折り返えし部、２５　連結帯、２６　継手
部、３０　ネット端縁部、３１　ラップシート、１００　石炭ヤード。　　　
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